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法令に基づいた正確かつ迅速な業務で

事業主様のお悩みを解消!

◆労働社会保険の各種書類作成届出代行

◆給与計算・帳簿記帳の代行

◆就業規則や社内規程等の作成・見直し

◆各種助成金や年金のご相談 など

【しわ寄せを防ぐ】大企業先行で実施されてきた働き方改革で懸念されるのが、下請けとなる中小事業者への

「しわ寄せ」です。例えば大企業が社員の長時間労働削減のために、下請け企業に適正なコスト負担を伴わ

ない短納期発注や発注内容の頻繁な変更を行うことなどが想定されます。また、運送業における、荷主都合に

よる恒常的な長時間の荷待ちもトラック運転者の負担を増加させる「しわ寄せ」の一つです。そこで、厚生労

働省は中小企業も働き方改革を進められるように11月を「『しわ寄せ』防止キヤンぺ-ン月間」と定め、中小

企業庁及び公正取引委員会と連携して啓発活動を実施。 「働き方・休み方改善ポータルサイト」に「『しわ寄せ』

防止特設サイト」を設けるなど、下請け等中小事業者への「しわ寄せ」を防ぐための環境整備に努めています。



2025年4月施行!共働き・共育てを支援する新制度

出生後休業支援給付金と育児時短就業給付金
雇用保険法の改正を含む「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」が2024年6月5日に成立

しました。これを受けて新たに創設された支援制度「出生後休業支援給付金」と「育児時短就業給付

金」が2025年4月にスタートします。そこで、従業員に周知するための要点をまとめます。

1.出生後休業支援給付金

現在は、雇用保険の被保険者で

ある労働者が育児休業法に基づく

育児休業をすると、休業中の所得

の補填として雇用保険制度から育

児休業給付の支給を受けることが

できます。しかし、育児休業する

ことなく働き、給料の支払いを受

けることに比べれば、手取り額が

低くなってしまいます。これが、

子どもの父母ともに育児休業を取

得することや、男性の育児休業の

取得が進まない理由の一つともい

われています。

そこで、男性の育児参加をさら

に促進することを目的として新た

に創設されたのが、 「出生後休業

支援給付金」です。

出生後休業支援給付金は、被保

険者(一般被保険者及び高年齢被

保険者に限る)とその配偶者が子

の出生日から起算して8週間以内

に14日以上の育児休業(出生時育

児休業)を取得する場合に、最大

28日間、休業開始前賃金の13%

相当額が支給されます。これによ

り、現行の育児休業給付金(育児

休業開始日から180日間は67%)

と合わせることで、給付率は80%

となります。この80%という数

値は、休業前の額面の給与額から

源泉控除分(所得税、社会保険料、

住民税など)を差し引いた額とほ

ぼ一致することになるので、休業

前の手取り金額とほぼ同じ額(実

質100%)が給付されるというこ

とになります(図表①参照)。

<支給要件>

出生後休業支援給付金の支給を

受けるには、男性は産後パパ育休

として子どもの出生後8週間以

内、女性は産後休業後8週間以内

に14日以上最大4週間(28日)以
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内の期間を定めて出生後育児休

業を取得することが必要です。出

生後育児休業は28日を上限に2

回まで分割取得することができま

す。

なお、被保険者の中で配偶者が

専業主婦(夫)であるなど雇用保険

の被保険者でない、もしくは被保

険者がひとり親である場合は、配

偶者が育児休業を取得していなく

ても出生後休業支援給付金が支給

されます。

なお、 9月27日に「雇用保険法

施行規則等の一部を改正する省令

案」が、厚生労働省より公表され

ました。それによると、出生後休

業支援給付金の支援対象となる休

業は、育児休業給付金または出生

時育児休業給付金の支給対象とな

る休業とすることから、出生後の

分割取得ができるのは、育児休業

給付金または出生時育児休業給付

出典: 「令和6年雇用保険制度改正(令和7年4月1日施行分)について」 (厚生労働省)



金の支給の対象とをる休業が分割

できる範囲とするとしています。

また、その支給申請手続きにつ

いては、申請者の負担を最小限と

するため、原則として事業主経由

で行うこととし、育児休業給付金

の初回申請または出生時育児休業

給付金の申請と併せて行うことと

しています。

2 ,育児時短就業給付金

育児休業法に基づく育児短時間

勤務制度(所定労働時間の短縮措

置)とは、 1日の所定労働時間を

原則6時間に短縮して働く制度で

す。育児を理由とした短時間勤務

の場合、対象は原則3歳未満の子

どもを育てる男女従業員で、期間

を定めて雇用されている者も対象

となります。

育児短時間勤務制度は育児をし

ながら働く従業員への両立支援に

なるものの、実労働時間が少なく

なる分、当然ながらフ)レタイム勤

務と比べて収入が減ってしまいま

す。しかし、現状では育児のため

に短時間勤務制度を選択して賃金

が減少した場合、それを補填する

ような給付金はありません。

「共働き・共育て」の推進や、育

児休業後の労働者が育児とキャリ

ア形成を両立できるよう、柔軟な

働き方として短時間勤務制度を選

択できるようにすることが求めら

れている中で、育児短時間勤務に

よる収入減を補うことで短時間勤

務を選びやすくするために創設さ

れたのが「育児時短就業給付金」で

す。

育児時短就業給付金は、子育て

中の時短勤務者を対象に育児休業

給付とは別に支給されます。

<支給要件>

育児時短就業給付金の支給を受

けるには、次の要件を満たさなけ

ればなりません。

①被保険者が、 2歳に満たない子

を養育するために所定労働時

間を短縮している時短勤務者

であること。

②時短勤務開始日前の2年間に、

みなし被保険者期間が12カ月

以上あること。

ここでいう「みなし被保険者期

間」とは「被保険者期間に相当する

期間」のことであり、時短勤務を

開始する日を被保険者でなくなっ

た日(資格喪失日)とみなして計算

出典: 「令和6年雇用保険制度改正(令和7年4月1日施行分)について」 (厚生労働省)
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します。支給条件に性別による制

限はなく、男性、女性のどちらも

給付の対象となります。

この給付金は、単に時短勤務を

推奨するものではなく、育児休業

よりも時短勤務を、さらには時短

勤務よりも従前の所定労働時間で

勤務することを推進する目的で創

設されています。これを前提に、

給付率は時短勤務中に支払われた

賃金の10%となります。なお、時

短就業期間中に支払われた賃金の

額と給付金の合計額が時短前の賃

金を超えないように給付率を調整

する必要があり、仮に時短前賞金

額を超えた場合には給付率が減額

されることになります(図表②参

照)。

厚生労働省は2025年4月から、

従業員100人を超える企業に対

し、男性従業員の育休取得率の目

標を設定し、公表するよう義務付

けています。さらに政府は、 2025

年までに男性の育休取得率50%を

目指すとしています。

2025年4月より始まる出生後

休業支援給付金により、男性が育

児休業を取得しない理由の上位に

見られる「収入が低下するから」と

いう不安が実質的に解消されるこ

ととなります。また、これまで育

児のための時短勤務は女性従業員

の利用が中心でしたが、 「収入が

低下するから」という不安が実質

的に解消されれば、男性従業員の

活用も増えてくるでしょう。

こうした育児休業取得環境が整

備されていくなかで、企業として

も就業規則などの改定や従業員へ

の周知を漏れなく行えるよう、早

めに情報を収集して社内準備を

行っておきましょう。



2024年度の引き上げは過去最高額

地域別最低賃金の引き上げと企業の対応策
2024年10月に地域別最低賃金が引き上げられました。改定額の全国加重平均額は1055円で、

前年度から51円の引き上げは過去最大です。今年度の引き上げを受けて企業が行うべき対策と、

中小企業・小規模事業者に対する国の支援策について確認しましょう。

2024年度の引き上げ額

2024年7月の第69回中央最低賃

金審議会で、今年度の地域別最低

賃金額改定の目安についての答申

が取りまとめられました。この答

申を参考に各地方最低賃金審議会

で調査・審議・答申が行われ、各

都道府県労働局長により改定額が

決定されて、 10月から11月の間に

順次発行されます。

今年度の地域別最低賃金額は、

47都道府県で50円から84円の引き

上げとなり、改定額の全国加重平

均額は1055円です。昨年度の1004

円から51円の引き上げは、 1978年

度の目安制度開設以降、最高額と

なっています。

引き上げの背景

最低賃金は、最低賃金審議会に

おいて、賃金の実態調査結果など

の各種統計資料を参考にしなが

ら、 ①労働者の生計費、 (①労働者

の賃金、 ③通常の事業の賃金支払

能力の3要素を考慮し、決定また

は改定されます。

今年度は、 ①で消費者物価指数

が昨年に引き続き高水準となって

いること、 ②で賃金の引き上げが

全体で5 %台と33年ぶりの高水準

であり、賃金上昇率2.3%も2002年

以降最大であること、 ③で売上高

経常利益や従業員一人当たりの付

加価値が高水準で推移しているこ

となど 景気や企業の利益におい

て改善傾向がみられることが、引

き上げの理由として挙げられてい

ます。

さらに、 「2030年代半ばまでに最

低賃金を1500円とする」という目標

を早期に実現するための考慮要件

として、中小企業・小規模事業者

における自動化・省力化投資、事

業継承、 M&Aなどの環境整備を

官民が連携して努力すること、賃

上げができないあるいは労務費な

どのコスト増を十分に価格転嫁で

きていない企業が一定程度存在す

ることが挙げられています。

以上を踏まえて、引き上げ額の

目安を5,0% (50円)として検討する

ことが適当であるとの答申が取り

まとめられました。

企業の対策と国の支援策

まず、企業においては、最低賃

金の引き上げを受けて、従業員、

アルバイトなどに支払っている賃

金が最低賞金額以上になっている

かを確認しなければなりません。

日給や週給、月給制などの場合は、

対象となる賞金額を所定労働時間

で際して時間単価に換算し、適用

される最低賃金額と比較しましょ

う。最低賃金の対象となる賃金は、

毎月支払われる基本的な賃金で

す。具体的には、実際に支払われ

る賃金から、結婚手当などの臨時

に支払われる手当や賞与など1カ

月を超える期間ごとに支払われる

賃金、時間外割増賃金や休日・深

夜の割増賃金など所定労働時間や

所定労働日以外の労働に対して支

払われる賃金、その他精皆勤手当・

通勤手当及び家族手当を除外した

ものが、対象となります。

賃上げ原資を確保することが難

しい場合は、厚生労働省や中小企

業庁の助成金、補助金などの利用

を検討してみましょう。中小企業・

小規模事業者への支援施策には、

業務改善助成金や賃上げ促進税

制など賃金引き上げに関する支援

や、固定資産税の特例措置や中小

企業省力化投資補助事業など生産

性向上に関する支援、労務費の適

切な転嫁のための価格交渉に関す

る指針など下請け取引の改善・新

たな取引先の開拓に関する支援、

セーフティネット貸付制度など資

金繰りに関する支援、その他人材

育成を含む雇用に関する支援があ

ります。

また、各都道府県には、専門家

に相談できる「よろず支援拠点」を

はじめとした相談窓口を設置して

いる他、経済産業省は、補助金・

給付金等の申請や事業のサポート

をする中小企業向け補助金・総合

支援サイト「ミラサボplus」を開設

しています。積極的に活用して、

最低賃金の引き上げを好機とし、

従業員の処遇改善と生産性の向上

を目指していきましょう。
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「ジョブ型人事指針」を策定

内閣官房と厚生労働省、経済産業省は連名で

「ジョブ型人事指針」を公表しました。これは、日本

企業と日本経済が成長するためには、新卒一括採用

中心、終身雇用といった従来の雇用制度から、労働

者が自ら職務の選択やり・スキリングを実施する

ジョブ型人事に移行する必要があるとして策定され

たものです。指針ではすでにジョブ型人事を導入

している企業20社の事例を紹介。その目的や範囲、

評価・報酬制度、雇用管理制度といった詳細を参考

にしながら、自社のスタイルに合った導入方法を検

討してほしいとしています。

厚生労働省では毎年1 1月を「労働保険未手続事業

一掃強化期間」と定め、周知啓発活動を展開してい

ます。労働保険(労災保険・雇用保険)は、労働者

(パート・アルバイト含む)を一人でも雇用している

事業主であれば加入手続を行い、労働保険料を納付

する義務があります。加入手続きを怠っていると過

去の未手続き期間の分の保険料と追徴金が徴収され

ます。また、労働災害が生じた場合に労災保険給付

額の全部または一部が徴収されるほか、事業主のた

めの雇用関係助成金が受給できない場合もありま

す。詳細は「労働保険特設サイト」で確認できます。

「四季を彩る言葉

5

会のストレスについて考察

6年版厚生労働白書」を公表

厚生労働省では毎年、厚生労働行政の現状や今後

の見通しなどについてまとめた「厚生労働白書」を公

表しています。令和6年版は2部構成で、第1部は

「こころの健康と向き合い、健やかに暮らすことの

できる社会に」がテーマ。こころの健康を損ねる背

景にある「ストレス要因」に着目し、現代社会のスト

レスの多様さについて考察した上で、その対策や支

援の現状及び今後の方向性を提示しています。篇2

部では「現下の政策課題への対応」として、子育て、

雇用、年金、医療・介護など厚生労働行政各分野

の最近の取り組みについてまとめています。

7割の人が6〇歳以降も就業を希望

シニアの就業意向と満足度を調査

内閣府が公表した「満足度・生活の質に関する調

査報告書2024」によると、 「生涯を通じた就業意向

と満足度」の項において「60歳未満の現役世代で60

歳以降も働き続けたい」と考える人が7割いること

がわかりました。 60歳以上の就業希望者の就業状

況を見ると、男性は75歳以上でも5割以上が就業

しているのに対し、女性は70歳以上で就業してい

る割合が5割を下回っています。また、 60歳以上

の就業希望の実現状況が生活及び家計と資産の満足

度に与える影響は男性において顕著で、就業者の満

足度は無業者を大きく上回っています。

今の季節にまつわることわざや故事成語を挙げ、その意味や由来を紹介します。

上見ぬ鷲

鷲は秋から冬にかけて日本に渡来する渡り鳥。 「上見ぬ鷲」とは、他の鳥

を恐れない鷲は下にいる獲物を狙うだけで上を警戒する必要がないことか

ら、 「何事にも恐れず、悠々としているさま」を言います。転じて、 「おごり

たかぶって誰にも遠慮しないような人」を指す時にも使われます。

鷲は蝿を捕らえず

15- 16世紀にかけてのオランダの人文主義者デジデリウス・エラスムスの

格言集にある言葉で、 「鷲のような大きな烏は小さな蝿など捕らえない」と

いう意から、 「大人物は小さな利益などには日もくれないこと」のたとえと

して使われます。似た意味を持つ言葉に「大人は大耳」 (徳の高い人は聞く

態度も大らかで小事をいちいち気にとめないこと)があります。



カタカナや英字の使用が増加傾向に

企業が商号変更をする理由を考える
商号(社名)は創業者の信念や事業の歴史などが込められた、企業にとって看板のようなもので

す。しかし、時代の変化にともなって商号を変更する企業も少なくありません。そこで、東京商

工リサーチが公表した「2024年『商号変更』動向調査」から商号変更の傾向を見ていきます。

2万社以上が商号変更

東京商工リサーチが、同社の企

業データべ」スをもとに「商号変

更」の動向調査を実施したところ、

2023年8月から2024年7月の1年

間に商号変更を行った企業は2万

2058社に上ることがわかりまし

た。これは、同データベースに登

録された約429万社の0.51%にあた

ります。また、商号変更のうち組

織変更に伴う法人格の変更は3241

社となっています。

産業別で見ると、商号変更が最

も多かったのは「サービス業他」の

8812社(構成比39.95%)。次いで、

「建設業」の2956社(同13.40%) 、 「不

動産業」の2030社(同9.20%)、 「小

売業」の1896社(同8.60%)と続いて

います。ただし、商号変更率(そ

の産業の全企業数に対する変更し

た企業数の割合)が最も高かった

のは「金融・保険業」で0.86%。投

資ファンドが運営する特定日的会

社(SPC)が多いのが特徴です。

約9割が業歴5〇年未満

次に業歴別で見ると、 「10年未

満」の企業が44,71%で最多。次

いで、 「10年以上20年未満」が

18.55%、 「20年以上30年未満」が

12,03%と続き、業歴50年未満が約

9割を占めています。全企業に対

する変更率も「10年未満」 (0.84%) 、

「10年以上20年未満」 (0.51%) 、 「20

年以上30年未満」 (0.51%)となって
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出典: 「2024年「商号変更」動向頭査」 (東京商工iノサーチ)

おり、調査では「商号は、業歴が

長いほど変更しづらいのかもしれ

ない」と考察しています。

自社をアピールする機会に

商号の表記について変更の前後

で文字種類の構成比を比較した結

果は図表の通り。変更後の最多は

「カタカナのみ」の25.13% (5543社)

で、変更前の24.68% (5坐4社)から

微増しています。次に多かった「英

字のみ」の23.98% (5289社)は、変

更前の16.47% (3632社)から7.51ポ

イントの増加。一方で、 「漢字の

み」は28.17% (6213社)から21.58%

(4760社)、 「カタカナと漢字」は

15.18% (3349社)から11.76% (2594

社)と減少しており、漢字使用よ

りもカタカナや英字の使用を選ぶ

傾向がうかがえます。

例えば、総合印刷会社の「凸版

印刷」は、 2023年10月に持株会

社体制へ移行するタイミングで

「TOPPANホールディングス」に

変更。同社はその理由を「グロー

バル企業として全世界で統一した

ブランドを使用していくことを意

図した」としています。調査では、

「商号変更は、企業が新たな戦略

の展開やイメージの一新をステー

クホルダーにアピールするための

アクションでもある」と考察。そ

こから事業拡大へとつなげるため

にも、将来を見据えた商号にする

ことが重要といえます。



こ千なときどうする

労務トラブル回避Q&A

A

退職する従業員の年次有給休暇の買い取りについて

一部事業閉鎖に伴う退職勧奨に応じた従業員に、退職予定日までに年次有給休暇の残日数を消

化するよう指示したところ、退職予定日まで出勤すると言って残日数の買い取りを要求されま

した。この要求に応じなければならないのでしょうか。 (M社・総務部)

年次有給休暇とは、一定期間勤続した労

働者に対して、心身の疲労の回復を図る

ことを目的として、所定労働日の任意の

労働目について賃金を失うことなく労働が免除され

る休暇です。労働基準法上、使用者にはその使用す

る労働者の勤続年数に応じて-定の日数の年次有給

休暇を与える義務があります。年次有給休暇は、原

則として、労働者が請求する時季に与えなければな

らず、会社がそれを買い取るなどにより付与目数を

減じたり、取得を抑制したりすることは禁止されて

います。行政通達においても「年休の買上げの予約を

し、これに基づいて労働基準法39条の規定により請

求し得る年休の目数を減じないし請求された目数を

与えないことは、法39条の違反である」 (昭30.1 1 ,30

基収第4718号)とされています。したがって、使用

者は労働者から年次有給休暇の買い取りを要求され

ても買い取る義務はないことになります。

ただし、例外的に年次有給休暇の買い取りが認め

られる場合があります。例えば、年次有給休暇の請

求権には2年の時効があり、 2年を経過すると請求

権が肖滅します。したがって、時効によって消滅し

た日数を事後的に買い取ることは労働者の不利益に

ならないとして認められています。しかし、時効に

よって消滅する年次有給休暇を買い取ることをルー

ル化することは、買い取りを目的として取得しない

労働者が出てくる可能性もあるので避けるべきです。

他にも、労働者の退職時に未消化の年次有給休暇

がある場合にそれを買い取ることは認められていま

す。これは、労働者の退職によって年次有給休暇の

請求権が消滅してしまうことによるものです。業務

の引き継ぎなどのために未消化となる年次有給休暇

の日数分だけ労働者の退職日を変更することが可能

であれば、退職日をずらしてもらうという方法もあ

りますが、労働者の事情で退職日を変更できないこ

ともあるでしょう。そのような場合は、業務の引き

継ぎを優先して、残日数分の買い取りに応じること

は合理的です。

今回の相談のように、退職勧奨や希望退職募集な

どにより退職予定日があらかじめ決まっているよう

な場合は、残務整理などを優先しなければならず、

年次有給休暇を消化しきれないこともあるでしょ

う。その場合に、それを買い取ることは、労働者に

不利益になるものではなく問題ありません。退職勧

奨や希望退職などはあくまでも会社から退職に合意

を求めているものであり、退職合意に至る過程で残

務整理などを優先した場合は、退職日まで消化しき

れなかった年次有給休暇を買い取ることは労働者の

不利益を減ずるための条件となるからです。

ただし、このケースでも、既に業務の引き継ぎや

残務整理も完了し、退職予定日までに取り組んでも

らう仕事が特段ないような場合は、未消化の年次有

給休暇の取得を促進し、再就職活動に利用してもら

うなどの対応をすべきです。

なお、時効となった年次有給休暇の買い取り及び

前述の退職に伴う年次有給休暇の買い取りなどは、

例外的に買い取りが「認められている」ものであり、

「買い取らなければならない」という会社に対する買

い取り義務が法的に求められているものではありま

せん。したがって、退職予定の労働者に対して、業

務の引き継ぎや残務整理が完了しているにもかかわ

らず、出勤を求めたりすること、または退職予定の

労働者から退職予定日まで出勤する代わりとして年

次有給休暇の買い取り要求に応じることは、年次有

給休暇の取得を阻害することになり違法となる可能

性もあります。したがって、このような場合でも退

職予定日までの取得促進を図るべきです。

年次有給休暇の買い取りは原則として禁止されている。ただし、労働者の退職時において、

残務整理などを優先することで年次有給休暇を消化しきれない場合は、

労働者の不利益にならない範囲で買い取ることが認められている。
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出張は「余白の時間」も大切に

遠方での商談や打ち合わせのために不可欠な

「出張」ですが、近年はオンライン会議の普及や

物価上昇の影響で控える企業も増えているので

はないでしょうか。産労総合研究所の「2023年

度国内・海外出張旅費に関する調査」では、コ

ロナ禍を経て約半数の企業が国内・海外ともに

出張回数が減少したと答えています。ただ、コ

ロナ禍が収束し、今後は出張の機会が増えると

答えている企業も多いようです。

出張は商談などの業務遂行以外にもさまざま

な効果が得られるものです。労働市場に関する

調査・研究を行うパーツル総合研究所が、 「出

張に関する定量調査」で直近3カ月以内に国内

出張を経験した正社員(20-64歳)に「出張の

効用に関する実態」について尋ねたところ(複

数回答)、 「その場の雰囲気を肌で感じられる」

(77.0%)が最も多く、次いで「相手とコミュニ

ケーションが取りや

すい」 (76,2%)、 「相

手との信頼関係を築

ける」 (74.6%)と続い

ています。また、 「相

手と細かい部分まで意思疎通が図れる」や「仕事

における学びがある」も7割を超えており、同

研究所は「出張には現地・現物の確認や他者と

の信頼関係構築などの直接的成果に加え、新た

な気づきゃワーク・エンゲイジメントの向上と

いった副次的な効果も期待できる」としていま

す。特に「新たな気づき」は、移動中に行う読書

などの自己研鐙や、業務時間外の関係者との懇

親、観光名所訪問などからも生まれる可能性が

あると示唆。副次的効果を得るためには、企業

は適度な余白時間を踏まえた出張を奨励するこ

とが重要だとしています。

今月の一言

11月7日は立冬です。暦の上では冬の季節

に入り、朝晩の冷え込みが厳しくなります。日

中との寒暖差が大きいと疲労が溜まりやすく、

体調不良を引き起こすこともあります。食事、

運動、休養のバランスを意識して、体調管理

に努めましょう。

※ 「今月の鵜言」の記載内容は今後の掲載を約

束するものではありません。

2024年(令和6年)11月号


